
　
　
　
第74期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項
　
　
　
　
　
　
　
　
　

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（平成27年６月１日から平成28年５月31日まで）
　
　
　
　
　
　

上記の事項につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://www.satori.co.jp/ir/library2.html）に掲載することにより、株
主の皆様にご提供しております。
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連結株主資本等変動計算書（平成27年６月１日から平成28年５月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成27年６月１日残高 2,611 3,608 26,284 △1,253 31,250

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 △576 　 △576

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 12 　 12

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － △564 △0 △564

平成28年５月31日残高 2,611 3,608 25,720 △1,253 30,686
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平成27年６月１日残高 1,404 1 △175 1,011 17 2,259 33,509

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △576

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 　 　 12

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △669 △2 1 △1,037 △9 △1,718 △1,718

連結会計年度中の変動額合計 △669 △2 1 △1,037 △9 △1,718 △2,282

平成28年５月31日残高 734 △0 △173 △26 7 540 31,227
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連結注記表
〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 11社
連結子会社の名称
佐鳥パイニックス株式会社
株式会社スター・エレクトロニクス
佐鳥エス・テック株式会社
TAIWAN SATORI CO., LTD.
HONG KONG SATORI CO., LTD.
SHANGHAI SATORI CO., LTD.
KOREA SATORI CO., LTD.
SINGAPORE SATORI PTE., LTD.
SATORI E-TECHNOLOGY (AMERICA) INC.
SATORI ELECTRIC (GERMANY) GmbH
THAI SATORI CO., LTD.

① 連結子会社でありましたSATORI PINICS HONG KONG CO., LTD.は、平成27年８月28日に清算
結了いたしました。
② 連結子会社でありましたSATORI S-TECH HONG KONG CO., LTD.は、平成28年１月29日に清算
結了いたしました。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社
SATORI PRODUCTION MANAGEMENT CONSULTING CO., LTD.
SHENZHEN SATORI CO., LTD.
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（SATORI PRODUCTION MANAGEMENT
CONSULTING CO., LTD.、SHENZHEN SATORI CO., LTD.、及びインサイトインターナショナル株式
会社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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3. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

② デリバティブ
時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法
イ）商品・製品・原材料
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

ロ）仕掛品
主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
イ）平成19年３月31日以前に取得したもの
主として旧定率法によっております。
ただし、当社及び国内連結子会社については、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、旧定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。
ロ）平成19年４月１日以降に取得したもの
主として定率法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっております。

ハ）平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっております。
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。
ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間に基づく定額法、ソフト
ウエア（市場販売目的）については、見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間に基づく均
等償却額とのいずれか大きい金額を計上する方法を採用しております。なお、当初における見込販売有
効期間は３年としております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における年間支給見込額に基づき当連結会計年度末
において負担すべき額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員に対する退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における
退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、発生年度に全額一括費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より費用処理することとしております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてい
る場合は特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
為替予約取引及び金利スワップ取引
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ヘッジ対象
為替予約…外貨建債権債務及び外貨建予定取引
金利スワップ…借入金の金利

③ ヘッジ方針
為替予約取引については、為替相場の変動によるリスク回避を目的とし、通常の外貨建営業取引に係
る契約等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
金利スワップ取引については資金調達に限定し、資金調達コスト削減のためスワップ取引を利用し、
投機的な取引は行わない方針であります。
④ ヘッジ有効性の評価方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。なお、金利スワップのうち特
例処理を採用しているものについては、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(6) 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

　
〔会計方針の変更に関する注記〕
(企業結合に関する会計基準等の適用)
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計
基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７
号 平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から
非支配株主持分への表示の変更を行っております。

(減価償却方法の変更)
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対
応報告第32号 平成28年６月17日)を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属
設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当連結会計年度に与える影響は軽微であります。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,795百万円
2. 担保提供資産 （担保に供している資産）

建物及び構築物 184百万円
（上記に対応する債務）
支払手形及び買掛金 100百万円
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類 当期首株式数
(千株)

当期増加株式数
(千株)

当期減少株式数
(千株)

当期末株式数
(千株)

普通株式 17,946 － － 17,946
　

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額
平成27年７月14日開催取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 305百万円
・１株当たり配当金額 18円
・基準日 平成27年５月31日
・効力発生日 平成27年８月４日
平成27年12月18日開催取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 271百万円
・１株当たり配当金額 16円
・基準日 平成27年11月30日
・効力発生日 平成28年２月12日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成28年７月14日開催取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 271百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 16円
・基準日 平成28年５月31日
・効力発生日 平成28年８月４日

3. 新株予約権に関する事項
記載すべき事項はありません。
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〔金融商品に関する注記〕
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金計画に基づいて金融機関からの借入等により必要な資金を調達しております。ま
た、一時的な余剰資金は安全かつ確実な資金運用を行い、投機目的の資金運用は行わないものとしており
ます。
デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり
ます。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建営業債権
債務は為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債は、主に営業取引に係る資金調達であります。なお、借入金の一部は金利の変動リスク
に晒されておりますが、個別契約毎にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し
ております。
デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先
物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引
であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方
法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「3. 会計方
針に関する事項 (5) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。
(3) 金融商品にかかるリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、販売管理規程に従い、営業債権について、各営業部門において主要な取引先の状況
を定期的にモニタリングし、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を
行っております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社及び一部の連結子会社は、外貨建営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ
スクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況によ
り、輸出及び輸入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権債務に対して先物
為替予約を行っております。また、当社は借入金に係る支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固
定化を図るために、金利スワップ取引を利用しております。

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年07月25日 15時34分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引
先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理してお
ります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
平成28年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注) 2. 参照）。

　

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 6,533 6,533 －
(2) 受取手形及び売掛金 32,951 32,951 －
(3) 投資有価証券 2,481 2,481 －
資産計 41,966 41,966 －

(1) 支払手形及び買掛金 15,230 15,230 －
(2) 短期借入金 3,877 3,877 －
(3) 1年内返済予定の長期借入金 2,000 2,000 －
(4) 未払法人税等 155 155 －
(5) 社債 500 503 3
(6) 長期借入金 3,700 3,728 28
負債計 25,464 25,496 32

デリバティブ取引 △2 △2 －
　
（注）1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
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(3) 投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3)1年内返済予定の長期借入金、(4) 未払法人税等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
(5) 社債、(6) 長期借入金
社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの
特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の
借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。
デリバティブ取引
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　
2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区分 連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式
投資有価証券 48
関係会社株式 21

投資事業有限責任組合 投資有価証券 93
　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)
投資有価証券」には含めておりません。

　
〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産 1,841円71銭
2. １株当たり当期純利益 73銭

　

　
〔重要な後発事象に関する注記〕
記載すべき事項はありません。
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株主資本等変動計算書（平成27年６月１日から平成28年５月31日まで）
（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計配当準備

積立金
固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成27年６月１日残高 2,611 3,606 1 3,608 208 100 128 15,000 3,209 18,646
事業年度中の変動額
剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　 △576 △576
当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　 304 304
自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 　
税率変更による積立金の調整額 　 　 　 　 　 　 3 　 △3 －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 3 － △275 △272
平成28年５月31日残高 2,611 3,606 1 3,608 208 100 131 15,000 2,934 18,374
　

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成27年６月１日残高 △1,253 23,612 1,291 △175 1,115 24,728
事業年度中の変動額
剰余金の配当 　 △576 　 　 　 △576
当期純利益 　 304 　 　 　 304
自己株式の取得 △0 △0 　 　 　 △0
税率変更による積立金の調整額 　 － 　 　 　 －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 　 △664 1 △662 △662

事業年度中の変動額合計 △0 △272 △664 1 △662 △935
平成28年５月31日残高 △1,253 23,340 626 △173 453 23,793
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個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

(2) その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

2. デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　時価法

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 商品・製品・原材料
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

4. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
① 平成19年３月31日以前に取得したもの
旧定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、旧定額法によっ
ております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 平成19年４月１日以降に取得したもの
定率法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっております。

③ 平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっております。
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(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間に基づく定額法、ソフトウ
エア（市場販売目的）については、見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間に基づく均等償
却額とのいずれか大きい金額を計上する方法を採用しております。なお、当初における見込販売有効期間
は３年としております。
(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

5. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
(2) 投資損失引当金
関係会社株式の価値の減少による損失に備えるため、投資先の財政状態の実情を勘案し個別検討による
必要額を見積計上しております。
(3) 役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における年間支給見込額に基づき当事業年度末において負
担すべき額を計上しております。
(4) 退職給付引当金
従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、発生年度に全額一括費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より費用処理することとしております。
未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

6. ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている
場合は特例処理を採用しております。
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(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
為替予約取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象
為替予約
外貨建債権債務及び外貨建予定取引
金利スワップ
借入金の金利

(3) ヘッジ方針
為替予約取引については、為替相場の変動によるリスク回避を目的とし、通常の外貨建営業取引に係る
契約等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
金利スワップ取引については資金調達に限定し、資金調達コスト削減のためスワップ取引を利用し、投
機的な取引は行わない方針であります。
(4) ヘッジ有効性の評価方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変
動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。なお、金利スワップのうち特例処
理を採用しているものについては、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

7. 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

　
〔会計方針の変更に関する注記〕
(減価償却方法の変更)
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対
応報告第32号 平成28年６月17日)を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当事業年度に与える影響はありません。
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〔貸借対照表に関する注記〕
1. 担保提供資産 （担保に供している資産）

建物 184百万円
（上記に対応する債務）
買掛金 100百万円

2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりでありま
す。
関係会社に対する短期金銭債権 643百万円
関係会社に対する短期金銭債務 112百万円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 2,471百万円
4. 保証債務

下記子会社の金融機関からの借入金及び仕入債務等に対して、次のとおり債務保証を行っております。
佐鳥パイニックス株式会社 814百万円
TAIWAN SATORI CO.,LTD. 244
HONG KONG SATORI CO.,LTD. 1,382
SINGAPORE SATORI PTE.,LTD. 632

計 3,074
　
〔損益計算書に関する注記〕
関係会社との取引高
営業取引（収入分） 2,203百万円
営業取引（支出分） 1,438百万円
営業取引以外の取引（収入分） 541百万円
営業取引以外の取引（支出分） 0百万円
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類 当期首株式数
(千株)

当期増加株式数
(千株)

当期減少株式数
(千株)

当期末株式数
(千株)

普通株式 990 0 － 991
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　

〔税効果会計に関する注記〕
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
繰延税金資産（流動）
たな卸資産評価減 160百万円
未払賞与 66
その他 59
　 小計 286
評価性引当額 △58
繰延税金資産（流動）の純額 228
繰延税金資産（固定）
退職給付引当金繰入超過額 420百万円
繰越欠損金 419
土地 340
その他 259
　 小計 1,441
評価性引当額 △1,317
　 合計 123
繰延税金負債（固定）
固定資産圧縮積立金 △58
その他有価証券評価差額金 △254
その他 △26
　 合計 △339
繰延税金負債（固定）の純額 △215

　
2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業
年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。
これに伴い、 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.30％から平成
28年６月１日に開始する事業年度及び平成29年６月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異
については30.86％に、平成30年６月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異について
は、30.62％となります。
この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）は0百万円減少し、法人税等
調整額が13百万円増加しております。
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
　

属性 会社等の
名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

佐鳥パイニ
ックス株式
会社

東京都
港区 310 卸売業

(所有)
直接
100.0

兼任
3人

商品・製品
の販売及び
仕入
資金の援助

資金の
貸付
(注)１
(注)２

880
関係会社
短期貸付
金

650

債務保証
債務保
証
(注)３

814 ― ―

佐鳥エス・
テック株式
会社

東京都
港区 350

製造
及び
卸売業

(所有)
直接
100.0

兼任
3人

商品・製品
の販売及び
仕入
資金の援助

資金の
貸付
(注)１
(注)２

573
関係会社
短期貸付
金

440

株式会社ス
ター・エレ
クトロニク
ス

東京都
港区 310 卸売業

(所有)
直接
100.0

兼任
3人

商品・製品
の販売及び
仕入
資金の援助

資金の
貸付
(注)１
(注)２

502
関係会社
短期貸付
金

407

TAIWAN
SATORI
CO.,LTD.

中華民
国
台北市

US$
10,023千 卸売業

(所有)
直接
100.0

兼任
1人

商品・製品
の販売及び
仕入
債務保証

債務保
証
(注)３

244 ― ―

HONG
KONG
SATORI
CO.,LTD.

香港九
龍地区

HK$
147,659千 卸売業

(所有)
直接
100.0

兼任
1人

商品の販売
及び仕入
債務保証

債務保
証
(注)３

1,382 ― ―

SINGAPORE
SATORI
PTE.,LTD.

シンガ
ポール
共和国

US$
1,250千 卸売業

(所有)
直接
100.0

兼任
1人

商品の販売
及び仕入
債務保証

債務保
証
(注)３

632 ― ―

　

（注）1. 資金の貸付については、市場金利を勘案し、決定しております。
2. 取引金額は期中の平均残高を記載しております。
3. 当社は連結子会社の銀行借入及び仕入債務等に対して債務保証を行っております。
なお、保証料は受領しておりません。

　
〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産 1,403円27銭
2. １株当たり当期純利益 17円95銭

　

　
〔重要な後発事象に関する注記〕
記載すべき事項はありません。

　
〔連結配当規制適用会社に関する注記〕
当社は、連結配当規制適用会社であります。　
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